
平成２７年３月 

各 位 

八王子市財務部契約課 

 

契約約款の改正について 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（独占禁止法）の一部改正

（平成２７年４月１日施行）に伴い、別紙のとおり契約約款を改正し、平成２

７年４月１日から適用することとしましたので、お知らせします。 

なお、独占禁止法の改正内容については、公正取引委員会のホームページを

ご覧ください。 

 

公正取引委員会ホームページ

http://www.jftc.go.jp/dk/kaisei/h25kaisei/index.html 

 

◆契約書への綴り込みについて◆ 

 

 

 

 

特
記
仕
様
書 

仕
様
書
及
び
図
面 

質
問
回
答
書 

別
紙 

読
み
替
え
文
書 

約
款
・
暴
排
特
約 

（
支
払
明
細
書
） 

   

契

約

書 

こちらに綴じ込んだ上で、製本

してください。 

http://www.jftc.go.jp/dk/kaisei/h25kaisei/index.html


工事 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 44 条の２ 発注者は、受注者がこの契約に関して、次の

各号のいずれかに該当したときは、この契約を解除するこ

とができる。 

⑴ 公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」という。）第 49

条に規定する排除措置命令（排除措置命令がなされな

かった場合にあっては、同法第 62 条第１項に規定する

納付命令）が確定したとき。 

 

 

 

 

 

 

⑵ 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又

はその使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96

条の６又は同法第 198 条の規定による刑が確定したと

き。 

⑶ 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又

はその使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 44 条の２ 発注者は、受注者がこの契約に関して、次の

各号のいずれかに該当したときは、この契約を解除するこ

とができる。 

⑴ 公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」という。）第 49

条第１項に規定する排除措置命令（排除措置命令がなさ

れなかった場合にあっては、同法第 50 条第１項に規定

する納付命令）又は同法第 66 条第４項の規定による審

決が確定したとき（同法第 77 条の規定により、この審

決の取消しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 受注者が、公正取引委員会が受注者に違反行為があっ

たとして行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規定

により審決取消しの訴えを提起し、その訴えについて請

求棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。 

⑶ 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又

はその使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96

条の６又は同法第 198 条の規定による刑が確定したと

き。 

⑷ 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又

はその使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 48 条  受注者は、第 44 条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは、発注者がこの契約を解除するか否かを問

わず、賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額

を支払わなければならない。工事が完了した後も同様とす

る。ただし、第 44 条の２第１項第２号のうち、受注者の

刑法第 198 条の規定による刑が確定した場合は、この限り

ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

３ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 48 条  受注者は、第 44 条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは、発注者がこの契約を解除するか否かを問

わず、賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額

を支払わなければならない。工事が完了した後も同様とす

る。ただし、次に掲げる場合は、この限りではない。 

 

 

⑴ 第 44 条の２第１項第１号及び第２号のうち、審決の

対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基づく不

公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正取引委員会告

示第 15 号）第６項で規定する不当廉売の場合、その他

発注者が特に認める場合 

⑵ 第 44条の２第１項第３号のうち、受注者の刑法第 198

条の規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

３ （略） 

 



修繕 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 12 条の２ 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号

のいずれかに該当したときは、契約を解除すること

ができる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 12 条の２ 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号

のいずれかに該当したときは、契約を解除すること

ができる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 13 条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当する

ときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、賠償

金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を支払

わなければならない。修繕が完了した後も同様とす

る。ただし、前条第１項第２号のうち、乙の刑法第

198 条の規定による刑が確定した場合は、この限り

でない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 13 条 乙は、第 12 条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わ

ず、賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する

額を支払わなければならない。修繕が完了した後も

同様とする。ただし、次に掲げる場合は、この限り

でない。 

 

⑴ 第 12 条の２第１項第１号及び第２号のうち、審

決の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項

に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日

公正取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不

当廉売の場合、その他甲が特に認める場合 

⑵ 第 12 条の２第１項第３号のうち、乙の刑法第

198 条の規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

 



測量・設計等委託 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 35 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 35 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 40 条 乙は、第 35 条第１項各号のいずれかに該当

するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。業務が完了した後も同様

とする。ただし、第 35 条第１項第２号のうち、乙の

刑法第 198 条の規定による刑が確定した場合は、こ

の限りではない。 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 40 条 乙は、第 35 条第１項各号のいずれかに該当

するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。業務が完了した後も同様

とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでは

ない。 

⑴ 第 35 条第１項第１号及び第２号のうち、審決の

対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基

づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正

取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不当廉

売の場合、その他甲が特に認める場合 

⑵ 第 35 条第１項第３号のうち、乙の刑法第 198

条の規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

 



業務委託 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 15 条の２ 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号

のいずれかに該当したときは、契約を解除すること

ができる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 15 条の２ 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号

のいずれかに該当したときは、契約を解除すること

ができる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 19 条 乙は、第 15 条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わ

ず、賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する

額を支払わなければならない。契約を履行した後も

同様とする。ただし、第 15 条の２第１項第２号のう

ち、乙の刑法第 198 条の規定による刑が確定した場

合は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 19 条 乙は、第 15 条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わ

ず、賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する

額を支払わなければならない。契約を履行した後も

同様とする。ただし、次に掲げる場合は、この限り

でない。 

 

⑴ 第 15 条の２第１項第１号及び第２号のうち、審

決の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項

に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日

公正取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不

当廉売の場合、その他甲が特に認める場合 

⑵ 第 15 条の２第１項第３号のうち、乙の刑法第

198 条の規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

 



清掃委託 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 13 条の２ 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号

のいずれかに該当したときは、契約を解除すること

ができる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 13 条の２ 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号

のいずれかに該当したときは、契約を解除すること

ができる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 17 条 乙は、第 13 条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わ

ず、賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する

額を支払わなければならない。契約を履行した後も

同様とする。ただし、第 13 条の２第１項第２号のう

ち、乙の刑法第 198 条の規定による刑が確定した場

合は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 17 条 乙は、第 13 条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わ

ず、賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する

額を支払わなければならない。契約を履行した後も

同様とする。ただし、次に掲げる場合は、この限り

でない。 

 

⑴ 第 13 条の２第１項第１号及び第２号のうち、審

決の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項

に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日

公正取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不

当廉売の場合、その他甲が特に認める場合 

⑵ 第 13 条の２第１項第３号のうち、乙の刑法第

198 条の規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

 



警備委託 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 18 条の２ 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号

のいずれかに該当したときは、契約を解除すること

ができる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 18 条の２ 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号

のいずれかに該当したときは、契約を解除すること

ができる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 22 条 乙は、第 18 条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わ

ず、賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する

額を支払わなければならない。契約を履行した後も

同様とする。ただし、第 18 条の２第１項第２号のう

ち、乙の刑法第 198 条の規定による刑が確定した場

合は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 22 条 乙は、第 18 条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わ

ず、賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する

額を支払わなければならない。契約を履行した後も

同様とする。ただし、次に掲げる場合は、この限り

でない。 

 

⑴ 第 18 条の２第１項第１号及び第２号のうち、審

決の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項

に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日

公正取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不

当廉売の場合、その他甲が特に認める場合 

⑵ 第 18 条の２第１項第３号のうち、乙の刑法第

198 条の規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

 



宿日直委託 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 12 条の２ 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号

のいずれかに該当したときは、契約を解除すること

ができる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 12 条の２ 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号

のいずれかに該当したときは、契約を解除すること

ができる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 16 条 乙は、第 12 条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わ

ず、賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する

額を支払わなければならない。契約を履行した後も

同様とする。ただし、第 12 条の２第１項第２号のう

ち、乙の刑法第 198 条の規定による刑が確定した場

合は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 16 条 乙は、第 12 条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わ

ず、賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する

額を支払わなければならない。契約を履行した後も

同様とする。ただし、次に掲げる場合は、この限り

でない。 

 

⑴ 第 12 条の２第１項第１号及び第２号のうち、審

決の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項

に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日

公正取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不

当廉売の場合、その他甲が特に認める場合 

⑵ 第 12 条の２第１項第３号のうち、乙の刑法第

198 条の規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

 



賃貸借 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第９条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第９条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあたって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 10 条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当する

ときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、賠償

金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を支払

わなければならない。契約を履行した後も同様とす

る。ただし、前条第１項第２号のうち、乙の刑法第

198 条の規定による刑が確定した場合は、この限り

でない。 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 10 条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当する

ときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、賠償

金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を支払

わなければならない。契約を履行した後も同様とす

る。ただし、次に掲げる場合はこの限りでない。 

 

⑴ 前条第１項第１号及び第２号のうち、審決の対

象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基づ

く不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正取

引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不当廉売

の場合、その他甲が特に認める場合。 

⑵ 前条第１項第３号のうち、乙の刑法第 198 条の

規定による刑が確定した場合。 

２ （略） 

 



賃貸借（複写機） 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 14 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 14 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 15 条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当する

ときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、賠償

金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を支払

わなければならない。契約を履行した後も同様とす

る。ただし、前条第１項第２号のうち、乙の刑法第

198 条の規定による刑が確定した場合は、この限り

でない。 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 15 条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当する

ときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、賠償

金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を支払

わなければならない。契約を履行した後も同様とす

る。ただし、次に掲げる場合はこの限りでない。 

 

⑴ 前条第１項第１号及び第２号のうち、審決の対

象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基づ

く不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正取

引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不当廉売

の場合、その他甲が特に認める場合。 

⑵ 前条第１項第３号のうち、乙の刑法第 198 条の

規定による刑が確定した場合。 

２ （略） 

 



役務 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

第６条の２ 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号

のいずれかに該当したときは、契約を解除すること

ができる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

第６条の２ 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号

のいずれかに該当したときは、契約を解除すること

ができる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

第８条 乙は、第６条の２第１項各号のいずれかに該

当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。契約を履行した後も同様

とする。ただし、第６条の２第１項第２号のうち、

乙の刑法第 198 条の規定による刑が確定した場合

は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

第８条 乙は、第６条の２第１項各号のいずれかに該

当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。契約を履行した後も同様

とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでな

い。 

 

⑴ 第６条の２第１項第１号及び第２号のうち、審

決の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項

に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日

公正取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不

当廉売の場合、その他甲が特に認める場合 

⑵ 第６条の２第１項第３号のうち、乙の刑法第

198 条の規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

 

 



物品購入契約書 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 11 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 11 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 13 条 乙は、第 11 条第１項各号のいずれかに該当

するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。契約を履行した後も同様

とする。ただし、第 11 条第１項第２号のうち、乙の

刑法第 198 条の規定による刑が確定した場合は、こ

の限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 13 条 乙は、第 11 条第１項各号のいずれかに該当

するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 100 分の 10 に相当する額

を支払わなければならない。契約を履行した後も同

様とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りで

ない。 

 

⑴ 第 11 条第１項第１号及び第２号のうち、審決の

対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基

づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正

取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不当廉

売の場合、その他甲が特に認める場合。 

⑵ 第 11 条第１項第３号のうち、乙の刑法第 198

条の規定による刑が確定した場合。 

２ （略） 

 



単価契約書 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 12 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 12 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 14 条 乙は、第 12 条第１項各号のいずれかに該当

するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。契約を履行した後も同様

とする。ただし、第 12 条第１項第２号のうち、乙の

刑法第 198 条の規定による刑が確定した場合は、こ

の限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 14 条 乙は、第 12 条第１項各号のいずれかに該当

するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。契約を履行した後も同様

とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでな

い。 

 

⑴ 第 12 条第１項第１号及び第２号のうち、審決の

対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基

づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正

取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不当廉

売の場合、その他甲が特に認める場合。 

⑵ 第 12 条第１項第３号のうち、乙の刑法第 198

条の規定による刑が確定した場合。 

２ （略） 

 



備品修繕契約書 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 12 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 12 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 13 条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当する

ときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、賠償

金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を支払

わなければならない。契約を履行した後も同様とす

る。ただし、前条第１項第２号のうち、乙の刑法第

198 条の規定による刑が確定した場合は、この限り

でない。 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 13 条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当する

ときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、賠償

金として、契約金額の 100 分の 10 に相当する額を支

払わなければならない。契約を履行した後も同様と

する。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

 

⑴ 前条第１項第１号及び第２号のうち、審決の対

象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基づ

く不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正取

引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不当廉売

の場合、その他甲が特に認める場合 

⑵ 前条第１項第３号のうち、乙の刑法第 198 条の

規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

 



産廃（収集運搬） 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 19 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 19 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 25 条 乙は、第 19 条第１項各号のいずれかに該当

するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。契約を履行した後も同様

とする。ただし、第 19 条第１項第２号のうち、乙の

刑法第 198 条の規定による刑が確定した場合は、こ

の限りでない。 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 25 条 乙は、第 19 条第１項各号のいずれかに該当

するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。契約を履行した後も同様

とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでな

い。 

 

⑴ 第 19 条第１項第１号及び第２号のうち、審決の

対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基

づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正

取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不当廉

売の場合、その他甲が特に認める場合 

⑵ 第 19 条第１項第３号のうち、乙の刑法第 198

条の規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

 



産廃（処分） 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 21 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 21 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 27 条 乙は、第 21 条第１項各号のいずれかに該当

するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。契約を履行した後も同様

とする。ただし、第 21 条第１項第２号のうち、乙の

刑法第 198 条の規定による刑が確定した場合は、こ

の限りでない。 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 27 条 乙は、第 21 条第１項各号のいずれかに該当

するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。契約を履行した後も同様

とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでな

い。 

 

⑴ 第 21 条第１項第１号及び第２号のうち、審決の

対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基

づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正

取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不当廉

売の場合、その他甲が特に認める場合 

⑵ 第 21 条第１項第３号のうち、乙の刑法第 198

条の規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

 



産廃（収集運搬・処分） 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第 20 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第 20 条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第 26 条 乙は、第 20 条第１項各号のいずれかに該当

するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。契約を履行した後も同様

とする。ただし、第 20 条第１項第２号のうち、乙の

刑法第 198 条の規定による刑が確定した場合は、こ

の限りでない。 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第 26 条 乙は、第 20 条第１項各号のいずれかに該当

するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を

支払わなければならない。契約を履行した後も同様

とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでな

い。 

 

⑴ 第 20 条第１項第１号及び第２号のうち、審決の

対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基

づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正

取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不当廉

売の場合、その他甲が特に認める場合 

⑵ 第 20 条第１項第３号のうち、乙の刑法第 198

条の規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

 



売払 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の 

一部改正に伴う契約書約款の読み替えについて 

 

平成 27 年４月１日付で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

25 年法律第 100 号）が施行されることに伴い、既に締結している契約の約款条項について、以下の対照表

のとおり読み替えるものとします。 

なお、この文書では、読み替えの必要な部分のみ記載しています。 

 

改正後 現 行 

（談合その他不正行為による解除） 

第８条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除

措置命令がなされなかった場合にあっては、同法

第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定したと

き。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （現行のとおり） 

（談合その他不正行為による解除） 

第８条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当したときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとし

て私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」

という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令

（排除措置命令がなされなかった場合にあって

は、同法第 50 条第１項に規定する納付命令）又は

同法第 66 条第４項の規定による審決が確定した

とき（同法第 77 条の規定により、この審決の取消

しの訴えが提起されたときを除く。）。 

⑵ 乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があった

として行った審決に対し、独占禁止法第 77 条の規

定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えに

ついて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したと

き。 

⑶ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96条の６又は同法第198条の規定による刑が確定

したとき。 

⑷ 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は

その使用人）が談合の事実があったと認めたとき。 

２ （略） 

（賠償の予定） 

第９条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当する

ときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、賠償

金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を支払

わなければならない。契約を履行した後も同様とす

る。ただし、前条第１項第２号のうち、乙の刑法第

198 条の規定による刑が確定した場合は、この限り

でない。 

 

 

 

 

 

 

２ （現行のとおり） 

（賠償の予定） 

第９条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当する

ときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、賠償

金として、契約金額の 10 分の１に相当する額を支払

わなければならない。契約を履行した後も同様とす

る。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

 

⑴ 前条第１項第１号及び第２号のうち、審決の対

象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基づ

く不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正取

引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不当廉売

の場合、その他甲が特に認める場合 

⑵ 前条第１項第３号のうち、乙の刑法第 198 条の

規定による刑が確定した場合 

２ （略） 

 


